




 

 

 

 

 

株式会社 上組 

WAYBILL 約款 

約款の翻訳文 

 

 

  



表面約款 

本状に別段の記載のない限り外見上良好な状態で、運送品、又は本状に記載されている運送

品がその中身であると（荷主が）称しているコンテナもしくは包は、運送人によって本状に

指名されている荷送人から受け取られたものであり、本状の裏面の条件に従い、本状に指名

されている本船もしくは運送人が選択する代船及び／又は他の運送手段により、本状に示

されている受取地もしくは船積港から荷揚港もしくは引渡地まで運送され、そこで運送人

の要求する本人を証明する書類の提示に基づいて、本状に指名されている荷受人又は正当

な代理人に引き渡されるものとする。上記の証拠として、運送人の代理人は同一の文言及び

日付の下記数枚の運送状に署名した（本状の裏面に続く）。 

 

裏面約款 

1. この運送状は「海上運送状に関する万国海法会統一規則」に従い効力を持ち、かかる規

則は本状に摂取されているものとみなされる。 

 

2. 本状の表面と裏面でその他規定されていない限り、運送品は、運送人の適切な運送証券

とタリフに規定されている条件に従い運送され、これら双方は運送人もしくはその承認

を得た代理人の事務所において、必要に応じ見ることができる。「船荷証券」の用語に関

する通し船荷証券の中の全ての記載は、「非譲渡性運送状」の用語の記載として読まれ且

つ解釈され、これに応じてそれらの条件も読まれかつ解釈される。 

 

この運送状の受領にあたり、荷受人は、これに反するいかなる地方的慣習もしくは特権に

も拘らず、手記、タイプ、スタンプ、もしくは印刷の何れかを問わず、あたかも自らによ

り署名したかと同じように、この運送状及び適用されるべき運送証券の表面及び裏面と、

適用されるべきタリフの規定、免責、条項に拘束されることに合意し、且つ運送品の運送

のためのまたそれに関連した全ての合意もしくは運送の取決めがこの運送状により廃棄

され取って代えられることに合意する。 

 

3. (1) 運送品が運送人の保管の下におかれ、且つ引渡地に到着した後にその引渡しを荷受人

が要求する以前である時は、出発地のターミナルで運送品を取戻す、輸送中の運送品を

引き留める、運送品を荷揚げする、倉庫に持ち込むあるいは他の経路で運ぶ、運送中の

いかなる段階でもこの運送状で示されている荷受人以外の他の者に運送品を引き渡す、

及び運送品の引渡地を変更することを、荷送人は運送人に要求することができ、その場

合、運送状全通の提出並びに、運送人が求める妥当な報酬の支払いと、かかる要求に従

うことにより運送人が負担するかもしれない全ての費用、滅失、損傷に対する運送人の

補償を、荷送人は行わなければならない。 

 



(2) しかしながら、上記の要求が運送人の通常のもしくは意図した運営を妨害する場合、

要求が届いた時点では対応することが実務的に不可能な場合、あるいは運送人もしく

は他の託送品の荷受人に損害又は事実上不便を被らせる場合は、運送人はその要求を

拒否することができる。 

 

(3) 上記 1 項に拘らず、荷送人に代わり荷受人が 1 項に盛り込まれた要求を運送人に行

う旨を、荷送人は、運送人に対して書面にて取消すことのできない宣言をすることがで

き、もし運送人がその後かかる要求に従う場合、その従うことにより運送人が被るであ

ろう全ての滅失、損傷及びいかなる結果に対しても、荷送人は運送人に補償を行わなけ

ればならない。 

 

4. (a) この運送状によって証明され、又はこの運送状に含まれる契約は、本証券中に異なる

規定がない限り、日本法に準拠し、(b) この運送状やその他の一切の契約に含まれるい

かなる規定にも拘らず、運送品に関するもしくは運送により生ずる運送人に対する一

切の訴訟は、その他の全ての裁判所の管轄権を除外して、日本の東京地方裁判所に提起

されるものとする。一方で、荷主に対するこのような訴訟は、上記裁判所、もしくは運

送人の選択により管轄権あるその他の裁判所に提起できるものとする。 

 

5. 運送人はいかなる場合でも、輸送品の運送中に発生した全ての滅失又は損害について、

一包もしくは一単位、又は運送品が梱包されていない場合は慣習的運賃単位につき、

666.67 計算単位、又は滅失もしくは損害にかかる運送品の総重量につき 1 キログラムあ

たり 2 計算単位、のいずれか高い方の額を超えて責任を負わない。但し、船積み前にか

かる運送品の性質及び価格が荷主により通告され、この船荷証券に記載され、かつ割増運

賃が要求通り支払われている場合はこの限りではない。 

 

この通知はこの船荷証券中に表象されたとしても、一応の証拠となるが、運送人を最終的

に拘束するものではない。前節に言及された計算単位は国際通貨基金の定める特別引出

権とする。本証券に含まれるその他一切の規定に拘らず、この船荷証券がアメリカ合衆国

（その地域、准州、領地を含む）向け、又はアメリカ合衆国よりの運送品をカバーし、且

つ次の規定が、法的訴訟手続が行われる裁判管轄地の地域法律のもとで有効であり法的

強制力を持つ場合には、前述の制限額に代わり、一包又は慣習的運賃単位につき 500 米

ドルが適用される。 

 


